
平成 28年度社会意識に関する世論調査 

～ 一時不在者に対する郵送調査結果 ～ 

 

Ⅰ 調査の概要 

 

１ 調査目的 面接による世論調査（以下「通常調査」という。）で捕捉できない者に対し、郵送

調査によって国や社会に対する基本的な意識を把握し、国民全体の意識の把握に

資するデータを得る。 

 

２ 調査項目 (1)国や社会との関わりについて 

 (2)社会の現状に対する認識について 

 (3)国の政策に対する評価について 

 (4)その他（調査への答えやすさ、今後の協力意向等） 

 

３ 調査対象 通常調査において、一時不在等を理由に調査ができなかった者（1,538人） 

 

４ 調査時期 平成 29 年 2月 22日（投函）～３月 13日 

※ 返送された調査票は、3月 27日到着分までを有効票とした。 

 

５ 調査方法 郵送法 

 

６ 調査主体 内閣府大臣官房政府広報室 

 

７ 調査実施機関 一般社団法人 中央調査社 （調査票の集計は政府広報室で実施） 

 

８ 回収結果 有効回収数 598 人（38.9％） 

 

 
通常調査の概要 

１ 調査目的 社会や国に対する国民の基本的意識の動向を調査し、広く行政一般のための基

礎資料とする。 

２ 調査項目 (1)国や社会との関わりについて 

(2)社会の現状に対する認識について 

(3)国の政策に対する評価について 

３ 調査対象 (1)母集団 全国 18歳以上の日本国籍を有する者 

(2)標本数 10,000人 

(3)抽出方法 層化２段無作為抽出 

４ 調査時期 平成 29年 1月 19日～2月 5日 

５ 調査方法 調査員による個別面接聴取法 

６ 調査主体 内閣府大臣官房政府広報室 

７ 調査実施機関 一般社団法人 中央調査社 

８ 回収結果 有効回収数：5,993人（59.9％） 
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